
１　共済目的の種類別の概数・引受実績及び計画

 （１）農業共済事業

77,301 人 65,344 人 65,891 人 85.2 ％

（8割） 2,222,062 ａ 2,169,091 ａ

（7割） 318,745 ａ 315,173 ａ

（6割） 209,442 ａ 192,478 ａ

（9割） 90,248 ａ 123,998 ａ

（8割） 27,015 ａ 38,709 ａ

（7割） 6,009 ａ 6,992 ａ

（9割） 15,956 ａ 16,800 ａ

（8割） 1,566 ａ 1,575 ａ

（7割） 2,485 ａ 2,410 ａ

6,972,100 ａ 2,893,528 ａ 2,867,226 ａ 41.1 ％

（8割）小麦1類 500 ａ 560 ａ

（8割）大麦9類 0 ａ 0 ａ

（9割）小麦1類 5,131 ａ 5,341 ａ

（9割）大麦9類 0 ａ 0 ａ

（8割）小麦1類 0 ａ 0 ａ

（8割）大麦9類 0 ａ 0 ａ

（7割）小麦1類 0 ａ 0 ａ

（7割）大麦9類 0 ａ 0 ａ

51,900 ａ 5,631 ａ 5,901 ａ 11.4 ％

7,024,000 ａ 2,899,159 ａ 2,873,126 ａ 40.9 ％

7,723 頭 4,392 頭 72.1 ％

1,722 頭 1,126 頭 89.4 ％

15,515 頭 10,264 頭 82.0 ％

34,310 頭 21,524 頭 83.4 ％

0 頭 0 頭 0.0 ％

560 頭 89 頭 15.9 ％

0 頭 0 頭 0.0 ％

0 頭 0 頭 0.0 ％

0 頭 0 頭 0.0 ％

3,114 頭 0 頭 86.0 ％

27,436 頭 0 頭 73.0 ％

1,178 頭

413 頭

2,451 頭

7,077 頭

0 頭

0 頭

2,430 頭 2,678 頭

20,082 頭 20,024 頭

90,380 頭 71,231 頭 71,216 頭 78.8 ％

5,881 頭 5,928 頭

24,141 頭 24,393 頭

47 頭 43 頭

0 頭 0 頭

0 頭 0 頭

0 頭 0 頭

0 頭 0 頭

30,069 頭 30,364 頭

101,300 頭 101,580 頭

組　　　合　　　員　　　数
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事
　
故
　
除
　
外

一
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大 家 畜

搾　乳　牛
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中 家 畜

令和７年度事業予定計画書

項  　　　　　　目 区域内の概数 前年度引受実績 本年度引受計画 本年度引受率 備考

 共　　済　　目　　的 （A） （B） （B）/（A）

11,746 頭

肉用種種雄牛

種　雄　馬

種　　　豚

肉　　  豚

36,973 頭

0 頭

育成・肥育馬

乳用種種雄牛

小　計

肉　用　牛

一　般　馬

乳用種種雄牛
大 家 畜

乳  用　牛

中 家 畜

大 家 畜

中 家 畜

半相殺方式

小　計

小　計

合　計

全相殺方式

半相殺方式

全相殺方式
麦

水　　　稲

地域ｲﾝﾃﾞｯｸｽ
方 式

疾
病
傷
害
共
済

肉用種種雄牛

種　雄　馬

種　　　豚

小　計

※家畜共済本年度引受率は、セット加入により引受計画頭数が重複するため、死亡廃用共済（一般・事故除外）のみで算出。



項  　　　　　　目 区域内の概数 前年度引受実績 本年度引受計画 本年度引受率 備考

 共　　済　　目　　的 （A） （B） （B）/（A）

0 ａ 0 ａ

7,733 ａ 9,364 ａ

112,990 ａ 7,733 ａ 9,364 ａ 8.3 ％

0 ａ 0 ａ

422 ａ 467 ａ

26,700 ａ 422 ａ 467 ａ 1.7 ％

0 ａ 0 ａ

6,243 ａ 7,616 ａ

79,700 ａ 6,243 ａ 7,616 ａ 9.6 ％

0 ａ 0 ａ

14,777 ａ 15,342 ａ

154,900 ａ 14,777 ａ 15,342 ａ 9.9 ％

0 ａ 0 ａ

327 ａ 637 ａ

91,800 ａ 327 ａ 637 ａ 0.7 ％

466,090 ａ 29,502 ａ 33,426 ａ 7.2 ％

0 ａ 0 ａ 0 ａ 0.0 ％

半相殺方式 808 ａ 842 ａ

全相殺方式 23,369 ａ 21,379 ａ

地域ｲﾝﾃﾞｯｸｽ方式 0 ａ 0 ａ

全相殺方式 9,591 ａ 10,260 ａ

地域ｲﾝﾃﾞｯｸｽ方式 0 ａ 0 ａ

528,000 ａ 33,768 ａ 32,481 ａ 6.2 ％

0.00 箱 0.00 箱 0.00 箱 0.0 ％

0.00 箱 0.00 箱 0.00 箱 0.0 ％

0.00 箱 0.00 箱 0.00 箱 0.0 ％

0.00 箱 0.00 箱 0.00 箱 0.0 ％

0 棟 0 棟 0 棟 0.0 ％

22 棟 17 棟 20 棟 90.9 ％

0 棟 0 棟 0 棟 0.0 ％

16,386 棟 12,616 棟 14,272 棟 87.1 ％

29 棟 20 棟 20 棟 69.0 ％

146 棟 133 棟 147 棟 100.7 ％

117 棟 99 棟 108 棟 92.3 ％

17 棟 15 棟 17 棟 100.0 ％

2,075 棟 1,691 棟 1,856 棟 89.4 ％

0 棟 2 棟 0 棟 0.0 ％

18,792 棟 14,593 棟 16,440 棟 87.5 ％

196,860 棟 97,813 棟 98,949 棟 50.3 ％

86,563 台 43,132 台 43,735 台 50.5 ％

口 33 口 38 口 ％

 （２）収入保険事業

個人 法人

3,880 320

14.6 ％

2.7 ％

152,000 ａ

Ⅱ  　　　 類

か　き

一　般　方　式半相殺
減収総合方式

半相殺
減収総合方式

小　計

短　縮　方　式

りんご

一　般　方　式

も  も

な  し

一　般　方　式

短　縮　方　式

小　計

そ　　　ば

小　計

ぶどう

一　般　方　式

一　般　方　式

小　計

半相殺
減収総合方式

半相殺
減収総合方式

短　縮　方　式

短　縮　方　式

短　縮　方　式

376,000 ａ

任
意
共
済 保　管　中　農　産　物

農　　　　機　　　　具

Ⅳ　類  (乙）

Ⅴ  　　　 類

Ⅵ  　　 　類

Ⅶ  　　　 類

合　計

建　　　　　　　　　物

プラスチックハウス

Ⅰ  　　　 類

Ⅱ  　 　　類

Ⅲ  　　　 類

Ⅳ　類  (甲）

園

芸

施

設

共

済

ガ　 ラ　 ス　 室
Ⅰ  　　　 類

果

樹

共

済

収

穫

共

済

半相殺
減収総合方式

合　計

春　　 　 蚕　 繭

初　 秋　 蚕　 繭

小　計

合　計

畑

作

物

共

済

農　　作　　物

ばれいしょ

蚕　　　　　繭
晩　 秋　 蚕　 繭

合　計

大　　豆

青　色
申告者数

事業計画

内訳

4,2009,787 42.9%

青色申告者
に対する割合

　　　項目

収入保険



２　農業保険事業の規模

（１）農作物､家畜､果樹､畑作物､園芸施設共済事業の規模 1

（千円） （千円）

2,750,249 a 2,676,742 a 186 円

113,524,001 ㎏ 111,857,322 ㎏ 27 円

123,272 a 169,699 a

5,628,293 ㎏ 7,451,845 ㎏

20,007 a 20,785 a

945,985 ㎏ 978,814 ㎏

500 a 560 a 137 円

10,964 ㎏ 12,169 ㎏ 17 円

5,131 a 5,341 a

125,482 ㎏ 131,416 ㎏

2,899,159 a 2,873,127 a

120,234,725 ㎏ 120,431,566 ㎏

4,392 頭 720,907 55,878 27,939 27,939

1,126 頭 192,163 1,847 923 924

10,264 頭 3,441,135 55,574 27,787 27,787

21,524 頭 7,008,511 164,980 82,490 82,490

0 頭 0 0 0 0

89 頭 34,722 3,014 1,507 1,507

0 頭 0 0 0 0

0 頭 0 0 0 0

0 頭 0 0 0 0

0 頭 0 0 0 0

0 頭 0 0 0 0

1,178 頭 289,145 200 100 100

413 頭 92,629 64 32 32

2,451 頭 866,625 598 299 299

7,077 頭 3,176,276 2,192 1,096 1,096

0 頭 0 0 0 0

0 頭 0 0 0 0

2,678 頭 196,587 92 46 46

20,024 頭 231,581 181 90 91

71,231 頭 71,216 頭 16,250,281 284,620 142,309 142,311 交 142,163 284,474

5,881 頭 5,928 頭 221,318 66,000 33,000 33,000

24,141 頭 24,393 頭 647,164 194,574 97,287 97,287

47 頭 43 頭 1,118 81 40 41

0 頭 0 頭 0 0 0 0

0 頭 0 頭 0 0 0 0

0 頭 0 頭 0 0 0 0

0 頭 0 頭 0 0 0 0

30,069 頭 30,364 頭 869,600 260,655 130,327 130,328 交 130,320 260,648

101,300 頭 101,580 頭 17,119,881 545,275 272,636 272,639 交 272,483 545,122
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搾　乳　牛

育 成 乳 牛

繁殖用雌牛

育成・肥育牛

繁殖用雌馬

育成・肥育馬

乳用種種雄牛

肉用種種雄牛

種　雄　馬

中 家 畜
種　　　豚

肉　　  豚

肉　用　牛

一　般　馬

半 相 殺　　方　式 1,229 35 18 17 交 4 21
交付農業者1㎏当たり

交付農業者以外1㎏当たり

115 交 51 166

2,917 交 672 3,589

29,500 交 2,963 32,463
 1㎏当たり主食用

 1㎏当たり飼料用農
 
 
作
 
 
物
 
 
共
 
 
済

水　　　稲

半 相 殺　　方　式 19,359,822 58,989 29,489

全 相 殺　　方　式 1,067,846 5,834 2,917

インデックス方　式 182,060 230 115

小　計 20,613,707 65,212 32,603

全 相 殺　　方　式

共 済 金 額 共　　済　　掛　　金　　（千円） 納入保険料
又は交付金

　　（千円）

手持共済掛金 備　　　　　　　考

 共　　済　　目　　的 前年度引受実績 本年度引受計画 総  　額 国庫負担額 農家負担額 （単位当たり共済金額）

項  　　　　　　目 引　　 受　　 数　　 量

2,750

計

小　計

36,973

0

頭

頭

11,746

22,512

頭

頭

事
　
故
　
除
　
外

大 家 畜

搾　乳　牛

育 成 乳 牛

繁殖用雌牛

育成・肥育牛

繁殖用雌馬

育成・肥育馬

種　　　豚

麦

中 家 畜
種　　　豚

肉　　  豚

疾
病
傷
害
共
済

大 家 畜

乳  用　牛

計

乳用種種雄牛

肉用種種雄牛

種　雄　馬

中 家 畜

124 64 60 33 93

32,609 3,723 36,332

交



（千円） （千円）

共 済 金 額 共　　済　　掛　　金　　（千円） 納入保険料
又は交付金

　　（千円）

手持共済掛金 備　　　　　　　考

 共　　済　　目　　的 前年度引受実績 本年度引受計画 総  　額 国庫負担額 農家負担額 （単位当たり共済金額）

項  　　　　　　目 引　　 受　　 数　　 量

一　般　方　式 0 a 0 a 0 0 0 0 0 0 10a当たり 0 千円

短　縮　方　式 7,733 a 9,364 a 184,398 10,983 5,491 5,492 交 3,521 9,013 10a当たり 197 千円

7,733 a 9,364 a 184,398 10,983 5,491 5,492 交 3,521 9,013 10a当たり 197 千円

一　般　方　式 0 a 0 a 0 0 0 0 0 0 10a当たり 0 千円

短　縮　方　式 422 a 467 a 22,318 1,170 585 585 交 415 1,000 10a当たり 478 千円

422 a 467 a 22,318 1,170 585 585 交 415 1,000 10a当たり 478 千円

一　般　方　式 0 a 0 a 0 0 0 0 0 0 10a当たり 0 千円

短　縮　方　式 6,243 a 7,616 a 185,074 8,977 4,488 4,489 交 2,915 7,404 10a当たり 243 千円

6,243 a 7,616 a 185,074 8,977 4,488 4,489 交 2,915 7,404 10a当たり 243 千円

一　般　方　式 0 a 0 a 0 0 0 0 0 0 10a当たり 0 千円

短　縮　方　式 14,777 a 15,342 a 490,755 24,591 12,295 12,296 交 7,257 19,553 10a当たり 320 千円

14,777 a 15,342 a 490,755 24,591 12,295 12,296 交 7,257 19,553 10a当たり 320 千円

一　般　方　式 0 a 0 a 0 0 0 0 0 0 10a当たり 0 千円

短　縮　方　式 327 a 637 a 5,419 298 149 149 交 62 211 10a当たり 85 千円

327 a 637 a 5,419 298 149 149 交 62 211 10a当たり 85 千円

29,502 a 33,426 a 887,964 46,019 23,008 23,011 交 14,170 37,181

0 a 0 a 0 0 0 0 0 0 1㎏当たり 円

24,177 a 22,221 a 38,771 1,643 904 739 交 429 1,168 1㎏当たり 円

9,591 a 10,260 a 18,579 922 507 415 交 197 612 1㎏当たり 円

0.00 箱 0.00 箱

0 ㎏ 0 ㎏

0.00 箱 0.00 箱

0 ㎏ 0 ㎏

0.00 箱 0.00 箱

0 ㎏ 0 ㎏

0.00 箱 0.00 箱

0 ㎏ 0 ㎏

― ― 57,350 2,565 1,411 1,154 交 626 1,780

0 棟 0 棟 0 0 0 0 0 0 1棟当たり 千円

17 棟 20 棟 524,958 737 344 393 交 331 724 1棟当たり 千円

0 棟 0 棟 0 0 0 0 0 0 1棟当たり 千円

12,616 棟 14,272 棟 7,183,006 109,126 52,931 56,195 交 35,006 91,201 1棟当たり 千円

20 棟 20 棟 75,714 1,346 668 678 交 303 981 1棟当たり 千円

133 棟 147 棟 1,225,846 4,530 2,101 2,429 交 1,187 3,616 1棟当たり 千円

99 棟 108 棟 841,127 2,669 1,287 1,382 交 1,023 2,405 1棟当たり 千円

15 棟 17 棟 206,044 2,334 1,144 1,190 交 764 1,954 1棟当たり 千円

1,691 棟 1,856 棟 878,208 3,738 1,851 1,887 交 1,396 3,283 1棟当たり 千円

2 棟 0 棟 0 0 0 0 交 0 0 1棟当たり 千円

14,593 棟 16,440 棟 10,934,903 124,480 60,326 64,154 交 40,010 104,164

（A） （B） （C） （D） （F）

― ― 49,613,805 783,551 389,984 393,567 交 331,012 724,579

小　計

　　　　合        計
（E）

小　計

園

芸

施

設

共

済

ガ　 ラ　 ス　 室
Ⅰ  　　 　類 0

Ⅱ  　　 　類 26,248

プラスチックハウス

Ⅰ  　　 　類 0

Ⅱ  　 　　類 503

Ⅲ  　　 　類 3,786

Ⅳ　類  (甲） 8,339

Ⅳ　類  (乙）

Ⅴ  　　　 類

7,788

12,120

Ⅵ  　　 　類 473

Ⅶ  　　　 類

2,550 円

小　　　　　計 0 0 0 0 0 0

晩　 秋　  蚕　 繭 0 0 0 0

0

1㎏当たり

1㎏当たり 2,550 円

0 0 0 1㎏当たり 2,550 円

0

畑

作

物

共

済

農　　作　　物

ば　れ　い　し　ょ 46.42

大　　　　　　　豆 116～279

そ　　　　　　　ば 152～542

蚕　　　　　繭

春　　 　  蚕　 繭 0 0 0 0

初　 秋　  蚕　 繭 0 0 0

0 0

0

果

樹

共

済

収

穫

共

済

りんご

な  し

か　き

計

も  も

計

計

ぶどう

計

計

小　計

半相殺
減収総合方式

半相殺
減収総合方式

半相殺
減収総合方式

半相殺
減収総合方式

半相殺
減収総合方式



 (2) 任意共済事業の規模

　金

共済目的 Ｄ

総  合 17,435 棟 17,236 棟 102,682,694 千円 328,495 千円 千円 105,875 千円 131,398 千円 42,442 千円 133,664 千円 596 万円

火  災 80,378 棟 81,713 棟 853,175,213 980,224 440,040 294,067 119,097 365,214 1,044 万円

小  計 97,813 棟 98,949 棟 955,857,907 1,308,719 545,915 425,465 161,539 498,878

総  合 39,166 台 39,782 台 127,390,946 702,276 183,932 518,344 320 万円

火  災 3,917 台 3,904 台 7,050,362 9,022 3,673 5,349 181 万円

更  新 49 台 49 台 254,327 11,107 639 10,468 519 万円

小  計 43,132 台 43,735 台 134,695,635 722,405 188,244 534,161

33 口 38 口 38,000 839 34 805 100 万円

(A)' (B)' (C)' (D)'

― ― 1,090,591,542 2,031,963 734,193 425,465 161,539 1,033,844

 (3) 全共済事業合計  ((1),(2)の事業の合計)

   (B) + (B)'

1,140,205,347 千円 2,081,321 千円 389,984 千円 1,691,337 千円 千円

 （4）収入保険事業

青色申告者数

9,787

収入保険

事業計画 保険金額 補填対象金額 計

経営体 千円 千円 千円

4,200 32,528,592 4,066,074 36,594,666

    項  目 引   受   数   量
備　考

前年度引受実績 本年度引受計画
共 済 金 額 総 額 純　掛　金 事務費賦課金 保　険　料 保険手数料 手持共済掛金

Ａ Ｂ Ｃ Ｅ＝Ａ-Ｂ-Ｃ+Ｄ (単位当たり共済金額)

建

物

共

済

222,620

540,184

762,804

農

機

具

共

済

518,344

5,349

10,468

534,161

保管中
農産物共済

805

合　計
1,297,770

保険割合
地震等　　　50%

保険料手数料率
総合　24.40%～31.47%

地震等以外　30% 火災　39.21%～40.50%

共　済　掛　金　賦　課

3 = (C) 4 = (D) + (B)' (F)＋(D)'

全事業合計 1,758,423

 項  目

共 済 金 額 共       　   済     　     掛　          金 手持共済掛金

総　　額 国庫負担額  農家負担額

1=(A)+(A)' 2 = 3 + 4 =



３ 引受計画と実施方策 

 〔引受計画〕 

   農業経営の基幹的なセーフティネットとしての農業保険を、農業の生産現場に

より深く浸透し、農業及び生活資産を総合的に補償するため、これまで以上に農

家に出向き、それぞれの経営・生活実態に即した最適な加入プランを提案し、「安

心をすべての農家に届けよう」を基本とし、引受計画の策定及び具体的な実施方

策を設定する。 

 〔実施方策〕 

   各農業保険事業について、資源の完全把握及び需要の喚起と適正な引受けに努

めるため、次の事項を重点に推進する。 

 

（１）農作物共済事業 

  ア 経営所得安定対策と農業共済事業との関係の周知を図り、農作物共済資格団

体の加入及び集落営農組織の一括加入に努める。 

  イ 関係機関・団体等の水田面積情報を完全把握し、地域再生協議会等との連携

により営農計画書と加入申込書の完全照合を行い、未加入者を出さないよう加

入推進に努める。 

ウ 農業保険の加入推進の具体的な取組に基づき、十分な推進期間を確保するた

め早期に水稲共済加入申込書を配布できるよう、全役職員一体となった推進体

制の構築と具体的な推進方策を確立する。 

  エ 引受方式について、農業者及び関係機関等に対し十分な説明を行いながらよ

り補償が充実した全相殺方式を重点とした加入推進に努める。 

  オ 麦作耕地の完全把握に努め、未加入者を出さないよう加入推進に努めるとと

もに現地調査を励行する。 

  カ 地域、品種、耕地等の実態に即した基準単収（収量等級）の適正な設定を行う。 

  キ パンフレット及び広報紙等の活用により制度の普及を図る。 

ク 福島県農業経営・就農支援センター及び市町村との連携を図り、新規就農者

への加入推進に努める。 

  ケ 顧客リストを活用し、未加入者には戸別訪問を行い、農作物共済への加入を

勧める。 

 

（２）家畜共済事業 

  ア 組合員に対し十分な制度内容の説明を行い、「死亡廃用共済」と「疾病傷害共

済」の一括加入を勧める。 

  イ 組合員の経営安定を図るため、過去の損害率及び令和５年度に改定された掛

金率を勘案し補償の充実に努める。 

  ウ 組合員に対し「家畜共済申込内容確認書」を用いて加入申込内容等の確認を

図る。 

  エ 組合員に対し、家畜の飼養状況を記録した帳簿等の整理及び牛トレサ情報の



早期届出を促し、引受内容を確認する。 

  オ 関係機関・団体等の協力を得て、家畜飼養農家の把握に努める。 

  カ 家畜診療センターとの連携により加入推進に努める。 

キ 福島県農業経営・就農支援センター及び市町村との連携を図り、新規就農者

への加入推進に努める。 

  ク 顧客リストを活用し、未加入者には戸別訪問を行い、家畜共済への加入を勧

める。 

 

（３）果樹共済事業 

  ア 樹種ごとの栽培動向と、有資格資源の完全把握に努める。 

  イ 関係機関・団体等と密接な関係を持ち、会議等に参加するとともに制度の内

容や近年の被害実態を周知し加入推進に努める。 

  ウ 補助事業実施主体からの情報提供を受け、加入要件化されている樹種に対し

確実な引受に努める。 

  エ パンフレット及び広報紙等の活用により制度の普及を図る。 

オ 福島県農業経営・就農支援センター及び市町村との連携を図り、新規就農者

への加入推進に努める。 

  カ 顧客リストを活用し、未加入者には戸別訪問を行い、果樹共済への加入を勧

める。 

 

（４）畑作物共済事業 

  ア 経営所得安定対策と農業共済事業との関係の周知を図り、集落営農組織等の

一括加入等に努めるとともに、担い手以外の農家に対する制度の周知と加入推

進に努める。 

  イ 畑作台帳の整備を行うため関係機関・団体等の協力を得て、加入資格面積、

過去の作付状況等及び転作耕地の完全把握に努める。 

  ウ 現地調査により実態に即した基準収穫量の適正な設定に努める。 

  エ そばの全相殺方式は、ＪＡ・製粉会社等から出荷実績及び検査等データの収

集を行い、加入できる環境の整備に努め引受拡大を図る。 

  オ 大豆の引受方式については、農業者及び関係機関等に対し十分な説明を行い

ながら、より補償が充実した全相殺方式を重点とした加入推進に努める。 

カ パンフレット及び広報紙等の活用により制度の普及を図る。 

キ 福島県農業経営・就農支援センター及び市町村との連携を図り、新規就農者

への加入推進に努める。 

  ク 顧客リストを活用し、未加入者には戸別訪問を行い、畑作物共済への加入を

勧める。 

 

（５）園芸施設共済事業 

  ア 関係機関・団体等の協力を得て、加入有資格棟数の完全把握に努める。 



  イ 引受推進会議を開催し、関係機関・団体等との連携強化により制度の普及啓

蒙と加入推進に努める。 

  ウ ＪＡの各部会、施設園芸生産組合の会議等への参加により制度の普及と需要

の喚起を促す。また、集団加入について共済掛金、賦課金の割引措置等がある

ことの説明を行い加入推進に努める。 

  エ 支所別に具体的推進対象の選定及びスケジュールを構築し、未加入者が多い

地域にタ－ゲットを絞るなど、新規加入者の獲得へ積極的な加入推進に努める。 

  オ 補助事業実施主体から情報提供を受け、加入要件化されている施設を含め確

実な引受に努める。 

  カ パンフレット及び広報紙等の活用により制度拡充内容の周知を図るとともに、

リスク対策として災害発生時における未加入農家への加入推進に努める。 

キ 福島県農業経営・就農支援センター及び市町村との連携を図り、新規就農者

への加入推進に努める。 

  ク 顧客リストを活用し、未加入者には戸別訪問を行い、園芸施設共済への加入

を勧める。 

 

（６）建物共済事業 

  ア 組合員に対し十分な制度内容の説明を行い、加入推進に努める。 

  イ ＮＯＳＡＩ部長等会議の開催により基礎組織との連携を図り、予約加入推進

を早期に実施する。 

  ウ 予約加入推進後に加入申込書を確認し、未継続者へはフォローアップ運動に

より継続加入の推進に努める。 

  エ 加入内容を再確認し、組合員のニーズに沿った提案型推進を通じて再取得価

額までの加入により補償の拡充を図る。 

  オ 近年頻発する自然災害に備えるため、総合共済の必要性を説明し、小損害実

損塡補特約の付帯により補償の拡充を図る。 

  カ 臨時費用担保特約の付帯、また家具類について増額加入推進及び未加入家具

類の加入推進により補償の積極的な拡充を図る。 

  キ 継続加入を確保するため、自動継続特約を付帯した加入推進に努める。 

  ク 収入保険事業の推進と連携を強化するとともに、拡充された組合員資格を活

かして積極的な加入推進に努める。 

ケ 福島県農業経営・就農支援センター及び市町村との連携を図り、新規就農者

への加入推進に努める。 

  コ 顧客リストを活用し、未加入者には戸別訪問を行い、建物共済への加入を勧

める。 

 

（７）農機具共済事業 

  ア 組合員に対し十分な制度内容の説明を行い、加入推進に努める。 

  イ ＮＯＳＡＩ部長等会議の開催により基礎組織との連携を図り、予約加入推進



を早期に実施する。 

  ウ 組合員のリスクやニーズに応じた付保割合条件付実損塡補特約・臨時費用担

保特約・地震等担保特約を付帯した提案型推進に努める。 

    また、併せて近年増加している盗難等に係る被害リスクへの備えを啓発し、

加入推進に努める。 

  エ 県農機商組合及び農機具店と連携を図り、新規の購入状況を収集及び未加入

農機具の加入推進に努める。 

  オ 関係機関・団体等と防霜ファン設置状況について情報を共有し、農機具共済

への加入推進に努める。 

カ 福島県農業経営・就農支援センター及び市町村との連携を図り、新規就農者

への加入推進に努める。 

  キ 顧客リストを活用し、未加入者には戸別訪問を行い、農機具共済への加入を

勧める。 

 

（８）保管中農産物補償共済事業 

  ア 制度共済の推進時に、組合員に対し十分な制度内容の説明を行い、加入推進

に努める。 

  イ 近年増加している盗難等に係る被害リスクへの備えを啓発し、加入推進に努

する。 

 

（９）収入保険事業 

  ア 農業者に対し、詳しい制度内容の説明を行い加入推進に努める。 

イ 農業保険加入推進に関する協定を締結した関係機関・団体等の協力を得て、

共済関係のない農業者（個人、法人）の把握に努める。 

  ウ 農業保険加入推進に関する協定を締結した関係機関・団体等との連携を図り、

説明会の開催や広報紙等の活用等により制度の普及推進に努める。 

  エ 農業保険加入推進に関する協定を締結した関係機関・団体等との連携を図り、

白色申告から青色申告への移行を積極的に促し、加入資格者の拡大に努める。

また、ＪＡ等、農業簿記記帳代行業務との連携を図り、収入保険事業の効率化、

適正化を図る。 

  オ 国の収入保険加入支援事業を効果的に実施し、加入推進と青色申告への切替

サポート活動を行う。 

カ 各市町村に収入保険の保険料助成措置を要請し、加入者の負担軽減を図り加

入推進に努める。 

キ 福島県農業経営・就農支援センター及び市町村との連携を図り、新規就農者

への普及推進に努める。 

ク 顧客リストを活用し、未加入者には戸別訪問を行い、収入保険への加入を勧

める。 

ケ オンライン申請サポート活動により、申請利用者の拡大に努める。 



４ 損害評価の適正化の方策 

  損害補てんの適正を期するため損害評価技術の向上を図り、次の事項を重点に推

進する。 

 

（１）農作物共済事業 

  ア 生育、被害状況を的確に把握し、組合員からの適正、迅速な被害申告、損害

通知が行われるよう周知徹底を図る。なお、水稲の白未熟粒の発生等外見上判

別が困難な被害については、ＪＡ等関係機関等と連携し情報提供を行うととも

に、被害申告の注意喚起に努める。 

  イ 全相殺方式加入者への早期共済金支払いのため、ＪＡ、集荷業者及び農業者

等へ乾燥調製施設計量結果資料の早期提出を促す。また、青色申告書等、確定

申告関係書類による収穫量調査にあっては、関係帳簿等の整備と申告後の早期

の提出を促す。 

  ウ 半相殺方式の加入者については、農家申告抜取調査を行うため、正確な被害

申告、特に適正な申告収穫量の通知が行われるよう組合員に対し周知徹底を図

る。 

  エ 全相殺方式、品質方式、災害収入共済方式及び地域インデックス方式に係る

一筆半損特例については、目視による損害評価を行うことから対象耕地例の写

真を掲載したハンドブックを活用する。 

  オ 損害評価員に対し制度の仕組み等について十分な研修を行うとともに、災害

の種類等に応じて可能な限り多くの眼ならし圃場を設定し、評価眼の統一によ

る損害評価技術の向上を図る。 

  カ 損害評価にあたっては、被害の実態に応じた評価地区の設定、評価班の編成、

階層区分を行い、損害評価員の自集落評価を避けて実施し、適正な評価高の取

りまとめに努める。 

  キ 見回り調査の実施及び関係機関等の協力を得て、適正な損害評価高を把握す

るとともに損害評価会の適正な運営に努める。 

 

（２）家畜共済事業 

  ア 広報紙等の活用により速やかな事故発生通知の周知徹底を図るとともに、事

故発生個体の現地確認と加入状況を確認する。 

  イ 損害評価は家畜共済事務取扱処理要領に基づき実施し、適正な共済金の支払

に努める。 

  ウ 獣医師へ診療種別等通知書等の発行を指導し、ポジティブリスト制度及びコ

ンプライアンス態勢の確立を図る。 

  エ 指定獣医師等に対し、会議等を通して診断書等の早期提出を促し、共済金の

早期支払に努める。 

オ 損害評価会の適正な運営に努める。 

 



（３）果樹共済事業 

  ア 生育、被害状況を的確に把握し、組合員からの適正、迅速な被害申告、損害

通知が行われるよう周知徹底を図る。 

  イ 半相殺減収総合方式の加入者については、農家申告抜取調査を行うため、正

確な被害申告、特に適正な申告収穫量の通知が行われるよう組合員に対し周知

徹底を図る。 

  ウ 損害評価員等講習会又は現地研修会を開催し、制度への理解と損害評価技術

の向上及び評価眼の統一を図る。 

  エ 見回り調査の実施及び関係機関等の協力を得て、適正な損害評価高を把握す

るとともに損害評価会の適正な運営に努める。 

 

（４）畑作物共済事業 

  ア 生育、被害状況を的確に把握し、組合員からの適正、迅速な被害申告、損害

通知が行われるよう周知徹底を図る。 

イ 半相殺方式の加入者については、農家申告抜取調査を行うため、正確な被害

申告、特に適正な申告収穫量の通知が行われるよう組合員に対し周知徹底を図

る。 

  ウ 損害の認定に関し、関係機関・団体等の協力を得て客観資料の適正な把握に

努めるとともに、青色申告書等及び確定申告関係書類による収穫量調査にあっ

ては、関係帳簿等の整備と申告後の早期の提出を促す。 

  エ 見回り調査の実施及び関係機関等の協力を得て、適正な損害評価高を把握す

るとともに損害評価会の適正な運営に努める。 

 

（５）園芸施設共済事業 

  ア 広報紙等の活用により速やかな事故発生通知の周知徹底を図るとともに早期

確認と損害評価体制の整備に努める。 

  イ 大災害発生時における適正な損害評価のため、迅速な損害評価体制の整備に

努める。 

  ウ 関係機関・団体等の協力のもと損害評価方法等の研鑽を図り、評価技術の向

上に努める。 

  エ 損害評価会の適正な運営に努める。 

 

（６）建物共済事業 

  ア 広報紙等の活用により、速やかな事故発生通知の周知徹底を図るとともに、

迅速かつ適正な損害評価に努める。 

  イ 修理見積書及び家電製品損害証明書等の早期提出を促し、共済金の早期支払

に努める。 

  ウ 建物共済損害評価システムにより、損害評価状況を把握するとともに、履歴

管理を徹底し適正評価に努める。 



  エ 損害調査会社と連携し、適正な損害評価を実施するとともに、損害評価の基

礎知識の習得及び損害評価技術力の向上を図る。 

  オ 広域災害（大規模な地震、津波等自然災害）に対応する損害評価体制として、

東北地区特定組合の相互連携を図るとともに、本所・支所及び出張所の支援体

制の強化を図り、共済金の早期支払いに努める。 

カ 損害評価会の適正な運営に努める。 

 

（７）農機具共済事業 

  ア 広報紙等の活用により、速やかな事故発生通知の周知徹底を図るとともに、

迅速かつ適正な損害評価に努める。 

  イ 農機具修理証明書等の早期提出を促すため、県農機商組合及び農機具店と連

携し、共済金の早期支払に努めるとともに、損害評価の基礎知識の習得及び損

害評価技術力の向上を図る。 

  ウ 共済金支払請求額確定後、組合員に対し十分な内容の説明を行うとともに、

早期支払に努める。 

  エ 農機具共済損害評価員の協力を得て、適正な損害額を把握し共済金の早期支

払に努める。 

オ 損害評価会の適正な運営に努める。 

 

（８）保管中農産物補償共済事業 

  ア 広報紙等の活用により、速やかな事故発生通知の周知徹底を図るとともに、

迅速かつ適正な損害評価に努める。 

  イ 共済金支払請求額確定後、組合員に対し十分な内容の説明を行うとともに、

早期支払に努める。 

 

５ 損害防止事業の実施方策 

  病害虫防除の支援や家畜の飼養管理など、損害防止活動を通じて事故の未然防止

等に努め、被害率の低下を図り農家負担の軽減と農業共済事業等の安定に資するた

め、次の事項を重点に実施する。 

 

（１）農作物共済事業 

  ア 情報収集体制の強化を図るとともに関係機関・団体等との連携を密にし、迅

速かつ正確な病害虫発生等の情報提供に努める。 

  イ 野生鳥獣被害を全県的に防止する観点から、県協議会との情報の共有及び連

携により被害防止対策の確立を図るとともに、地域協議会に参画し損害防止に

努める。 

  ウ 作付品種、病害虫の発生状況、防除実施の環境及び防除組織の整備等の実情

に基づき、関係機関・団体等との連携を図り、地域集落の実態に即応した防除

体制・体系の確立を図るとともにポジティブリスト制度に対応した農薬の安全



使用と危被害の未然防止に努める。 

  エ 地域の共同防除組織等と連携を強化し、より効率的、効果的な防除体制の整

備を図る。 

  オ 所有、管理する防除機具の整備点検と計画的な設置により稼動体制の充実を

図る。 

 

（２）家畜共済事業 

  ア 家畜の疾病予防を目的とした家畜薬の利用を促す。 

  イ 関係機関・団体等との連携を強化し事故多発農家の管理指導を行い、事故低

減に努める。 

  ウ 県防疫事業、自衛防疫事業に協力し伝染病等事故の発生防止に努める。 

  エ 家畜診療センターを活用し、組合員の事故低減及び飼養管理技術の向上に努

める。 

 

（３）果樹共済事業 

  ア ＪＡの果樹部会及び果樹生産組合等と連携した栽培技術講習会等により栽培

技術管理の充実を図る。 

  イ 関係機関・団体等との連携を密にし、迅速かつ正確な病害虫発生等の情報を

提供し、被害実態に応じた損害防止活動に努める。 

  ウ 野生鳥獣被害を防止するため、地域協議会等との情報を共有し被害防止対策

に努める。 

  エ 関係機関・団体等と防霜ファン設置状況について情報を共有し、凍霜害の防

止に努めるとともに、農機具共済への加入推進に努める。 

 

（４）畑作物共済事業 

  ア 関係機関・団体等との連携を密にし、迅速かつ正確な病害虫発生等の情報提

供に努める。 

  イ 野生鳥獣被害を防止するため、地域協議会等との情報を共有し被害防止対策

に努める。 

  ウ 病害虫の発生状況、防除実施の環境及び防除組織の整備等の実情に基づき、

関係機関・団体等との連携を図り、地域集落の実態に即応した防除体制・体系

の確立を図るとともにポジティブリスト制度に対応した農薬の安全使用と危被

害の未然防止に努める。 

  エ 損害防止用薬剤購入費の助成事業を通して、農薬の安全使用と危被害の未然

防止に努める。 

  オ 地域の共同防除組織等と連携を強化し、より効率的、効果的な防除体制の整

備を図る。 

  カ 所有、管理する防除機具の点検整備と計画的な設置により稼動体制の充実を

図る。 



（５）園芸施設共済事業 

   関係機関・団体等との連携を密にし、自然災害による被害の防止に向けた技術

指導の徹底及び迅速かつ正確な病害虫発生等の情報提供に努める。 

 

（６）農機具共済事業 

   農業機械利用による農作業時の事故防止のため、県、県農機商組合等と連携し

た「農作業安全運動」を推進するとともに啓発活動を図る。 

 

（７）リスクマネジメント活動の充実・強化 

  ア 農作物等各農業共済事業の損防支援目標、実施方策を明確に示し積極的な支

援を図る。 

  イ 野生鳥獣被害発生地域における被害実態と防止策に関する情報を基に関係機

関・団体等との連携を図り、有害鳥獣被害防止対策の支援に努める。 

 

６ 執行体制の整備 

（１）理事会、監事会及び内部監査 

  ア 理事会 

    法令等遵守を業務運営上の重要課題の一つとして位置づけ、業務執行の意思

決定及び指導監督を行うため、四半期各１回を定例会とし、必要に応じ臨時に

開催してガバナンスの強化を図る。 

  イ 監事会 

    監査権限を適切に行使するため、監査方針等を定め、中間監査及び決算監査

を実施し、改善指摘事項について改善状況の報告を求めるとともに、常例検査

指摘事項・内部監査指摘事項について改善措置の実施状況を適宜確認する。ま

た、必要と認められる場合は臨時監査を実施し、監査機能の強化を図る。 

  ウ 内部監査 

    内部監査実施要領により中間監査及び決算監査前に実施し、監査結果及び改

善状況を監事会及び理事会に報告し、内部牽制機能の強化を図る。 

 

（２）事務処理の迅速化と効率化 

   総務等管理部門での事務機械化を一層推進し事務処理の迅速化と効率化を図る。 

 

（３）職員の適正配置 

   業務を効率的かつ適正に遂行するとともに適正配置に努める。 

 

（４）リスク管理の強化 

   法令等を遵守するとともに、業務内容の手順を書き出す等リスクの根源を正確

に把握したうえでリスクの評価及びモニタリングを行い、統一的かつ継続的なリ

スク管理を行う。 



（５）コンプライアンス態勢の強化 

   役職員のコンプライアンスに関する意識の向上を図り、法令等遵守を徹底する

とともに、コンプライアンス・プログラムを確実に実施する。 

 

（６）加入者等の保護等に関する取組みの強化 

  ア 個人情報保護に関するガイドラインに加え、自ら定めた個人情報保護に関す

る規則及び個人情報管理台帳運用手順書に基づき、個人データの保管及び管理

に万全を期すとともに、それに必要な取組みの強化を図る。 

  イ 組合員等からの苦情等に対し迅速・公平かつ適切に対処し、組合員等の信頼

性を確保するために必要な取組みの強化を図る。 

  ウ 収入保険事業における個人情報及び秘密保持については、収入保険事業に関

する委託業務に係る秘密保持基準、自ら定めた個人情報保護に関する規則及び

個人情報管理台帳運用手順書、個人情報保護に関する法律その他関連法令等を

遵守し、適正な保持管理を徹底するため必要な取組みを強化する。 

 

（７）農業保険システムの適正管理と円滑運用 

  ア 農業保険システムの適正管理に努めるとともに、継続的な円滑運用を図る。 

  イ 安定した情報セキュリティを確保するための対応策を講じる。 

  ウ 各共済事業システムのＷｅｂ化に向けた基盤等の検討及び導入費用の圧縮に

係る分析・検証を行う。 

  エ 共通申請サービスを活用したオンライン申請・普及推進を図る。 

 

（８）広報・広聴活動の拡充強化 

   農家との信頼関係を一層強固にするため、事業推進との連携を効果的に行い、

ラジオ放送、広報紙及びホームページ等を通して、次の事項を重点に積極的な広

報活動を推進するとともに、営農や暮らしに役立つ正しい有益な情報の提供・発

信に努める。 

  ア 農業共済新聞の普及拡大を図り、県版及び東北版の紙面の充実強化に努める。 

  イ 広報紙「ひかり～ＮＯＳＡＩふくしま～」の年間発行回数４回の中で、広く

情報の提供に努める。 

  ウ 農業保険事業について、農家が制度を理解できる分りやすい普及用パンフレ

ット等を作成し、制度の普及に努める。 

  エ 研修会を開催し、広報基盤の強化と広報内容の充実を図る。 

  オ 報道機関への記事資料の提供など広報活動を積極的に行う。 

 

（９）人材育成の強化 

  ア 役職員研修の計画的な実施 

    農業保険を適切に推進するため、役職員研修を計画的に実施する。特に、収

入保険については、作目ごとの政策など農政全般の知識のほか、税・農業簿記



等の専門知識も有し、農業経営改善の助言ができる職員の育成に取り組む。 

  （ア）農林水産省・ＮＯＳＡＩ協会が行う研修への派遣 

  （イ）体系的な講習会・研修会の開催 

  （ウ）農業経営アドバイザー資格取得 

 

（10）組織づくり 

  ア 農業保険事業への取組み 

    農業共済事業と収入保険事業を両軸として、農家経営の安定やリスクに対応

できるよう組織づくりに取組む。 

  イ ＮＯＳＡＩ部長等基礎組織の機能向上 

  （ア）制度の普及定着を図る。 

  （イ）ＮＯＳＡＩ部長の経験交流の場として、協議会長等による交流会を開催する。 

  （ウ）ＮＯＳＡＩ部長協議会の自律的運営基盤の確立を支援する。 

  （エ）ＮＯＳＡＩ女性農業者ネットワークの活動を通して、営農活動をサポート

する。 

 

（11）家畜臨床技術研修所並びに家畜診療センター 

   家畜診療センターは、地域獣医療を提供する基幹的な診療施設として大きな役

割を担っており、また、家畜衛生・防疫、産業動物臨床獣医師の養成、獣医学生

に対する臨床実習への協力など様々な役割を果たしているが、家畜飼養頭数の減

少や多頭飼養化の進行等畜産情勢が大きく変化しているなかで、安定的な経営基

盤の整備を図るため、次の事項を重点に実施する。 

  ア 家畜共済制度の普及、引受推進及び損害防止事業等に積極的に関わり、家畜

臨床技術研修所及び家畜診療センターの安定的な運営を図る。 

  イ 適正な業務執行を確保するため、診療情報システム（ＬＩＳ）の有効活用を

図り、引き続き診療事務処理の改善に努める。 

  ウ 家畜診療センターの安定的、効率的な運営を図るため、家畜診療センターの

体制の検討及び職場環境の整備を行う。 

  エ ＮＯＳＡＩ東北家畜臨床研修センターを中心に獣医系大学やＮＯＳＡＩ団体

等と連携を図りながら、診療技術及び損害防止技術等の向上を目指す。 

  オ 獣医師の安定的確保を目的とした獣医学生の実習受入や大学訪問に取組む。 

 

７ 予算統制の方策 

  総代会の決議による業務収支予算に基づき予算執行状況を毎月確認し、常に支出

の動向を見極めながら、経常経費の節減と効率的な運営を図るよう予算統制を行う。 
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